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第 １ 章 監査の概要

１. 監査の種類

地方自治法第 252 条の 37 条第１項に基づく包括外部監査

２. 選定した特定の事件（監査のテーマ）の名称

その１.「環境政策に関する事業の管理及び財務事務の施行について」

その２.「愛媛県の策定する諸計画及び許認可とそれらに関連する事務につ

いて」

３. 選定した理由

その１.環境政策に関する事業の管理及び財務事務の施行について

平成 12 年に循環型社会形成推進基本法が制定されて以来 10 年余りが経過

し、国民一人ひとりの環境意識の向上や企業による技術開発、システム見直

しを通じた全国的な循環型社会づくりへの取組みが進んだことで、廃棄物の

排出量等は大幅に減少した。愛媛県においても廃棄物の排出量、最終処分量

は大幅に減少したが、循環型社会の構築をより一層推進していくためには、

廃棄物の発生抑制（リデュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイ

クル）という３Ｒの取組みを引き続き充実させていくとともに、どうしても

循環利用できない廃棄物については適正処理することが基本となる。そのた

め、従来の大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会に対する反省の意識が定

着した今日、「持続可能な開発・発展」という未来の人々に対する責任を果

たしていくために、私たち一人ひとりが資源循環を基調とする生活スタイル

をより広く実践していくとともに、事業活動においても廃棄物の発生を抑制

しつつ、環境に配慮した製品・サービスの提供や、更には排出者責任・拡大

生産者責任などを踏まえた廃棄物の適正処理など、環境への配慮を進めなけ

ればならない。また、廃棄物を資源として循環させていくためには、循環型

社会ビジネスの育成や新たな技術・システムの開発・導入を促進するととも

に、地域の特性や循環資源の性質に応じて最適な規模での循環システムを形

成することが重要である。そのため、地域で循環可能な資源は地域で循環さ

せ、困難なものは広域的に対応していく「地域循環圏」の考え方に基づいて、

リサイクル及び適正処理の体制を整備し、環境への負荷が少ない循環型社会

の構築を目指す必要がある。

このような状況の中で、愛媛県の環境行政が、県民生活を守るため予算執

行において適正かつ効率的に行われているかどうかは、県民の深く関心を寄

せるところであると考え、本事件を選定することとした。

その２. 愛媛県の策定する諸計画及び許認可とそれらに関連する事務につい

て

（１）愛媛県の策定する諸計画及びそれらに関連する事務

愛媛県においては、さまざまな計画が策定されている。県は、政策を実施

するにあたり、計画を策定し、それに沿って事業を実施することが多い。そ
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して、計画は重要な施策につき策定されるべきものである。このため、県が

策定する計画は、行財政を含む県政にとって重要な位置を占め、計画の実施

は、県民の生活に対する影響も大きいと考えられる。

県が策定する計画は、各種様々で、①政策全般について定めたもの、②法

令等により、国の指針等に基づく策定が求められるもの、③具体的に業務を

実施するための実施計画などに分けられる。①についても、計画に基づき実

施される事業があり、なかでも、広報・啓発・イベントなどは、成果の測り

にくい事業である。②については、国の指針と県の現状に齟齬がないように

策定される。③については、業務自体の性格が計画を策定した当初と異なっ

ている場合への対応についても、注意が必要である。

実施主体が市町等であったり、県であっても計画策定部署と異なる場合に、

計画は実施者の意見を踏まえて策定される。この場合、計画自体の有効性を保

ちつつ策定されることは、相当に困難であると推測する。

また、計画の目標達成などのために、事業実施自体が目的化しないよう、

留意が必要である。

このように、県の策定する計画とその実施には様々な課題があると思われ

る。

（２）愛媛県の行う許認可とそれに関連する事務

許認可事務は、県の行う事務の中でも重要な位置を占めている。許認可対

象や内容は、相当の必要性に基づき定められるものである。このような許認

可に関する事務は、法令等に基づき実施され、許認可の結果は、県民の諸活

動にも重要な影響を与える。

それに加え、県の許認可を受けることにより、許認可された者は県民から

一定の信頼を受けると考えられる。さらに、許認可を受けることにより、何

らかの公的支援を得たり、税制上の優遇を受けることができる場合もある。

（３）共通

計画と許認可事務は、相互に関連する部分もあると思われる。このため、

監査の実施にあたってはそれぞれ検討することを基本としつつ、テーマとし

ては１つのものとして選定することとした。

４. 包括外部監査の対象期間

平成 26年度（自平成 26年４月１日 至平成 27年３月 31 日）

但し、必要に応じて過年度及び平成 27 年度の一部についても対象とする。

５. 監査の着眼点

その１. 環境政策に関する事業の管理及び財務事務の施行について

・関係法令に基づき適正に行われているか

・地方自治法第２条第 14項の趣旨に則り、住民の福祉の増進に努めるとと

もに、最少の経費で最大の効果を求めて行われているか

・地方自治法第２条第 15項の趣旨に則り、組織及び運営の合理化に努めて

行われているかに留意し、経済性、効率性、有効性の観点を重視して監

査を実施する。

その２．愛媛県の策定する諸計画及び許認可とそれらに関連する事務について
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（１）諸計画

・計画の策定は、計画の目的に沿って適切に行われたか。

・役割が重複する計画が策定されていないか。

さらに、それらの計画間での齟齬はないか。

・計画に対する実施結果は定期的に、かつ適切に検証されているか。

・計画に沿って実施される業務は、計画の目的に沿っているか。

・現在のところ計画等は策定されていないが、計画策定が望ましい業務はな

いか。

（２）許認可

・許認可事務は許認可を必要とする目的に沿うように実施されているか。

・許認可事務は、法令等に沿って、一律に実施されているか。

・許認可されなかった申請者に対し、説明責任を果たしているか。

・許認可事務相互に重複はないか。申請者に過重の負担を担わせていないか。

・必要に応じて、許認可後の状況について把握しているか。

（３）共通

・法令等に沿って実施されているか。

・経済性に留意して実施されているか。

・重要な決定事項につき、その過程が説明可能な状態で記録・保管されてい

るか。

・上記の文書あるいはその概要は、適時適切に県民に開示されているか。

６. 監査対象部署

県民環境部及びその他の知事部局、教育委員会、公安委員会の策定した

（あるいは策定が望まれる）計画のうち、廃止されていないもの。ただし、

平成 27年度中に見直し中の計画については、原則として対象外とする。

同じく、これらの部署が実施する許認可及びそれに関する事務。

７. 実施した監査手続

ヒアリングのほか、文書等の閲覧・吟味・照合、視察、アンケート、分析、

再実施などを必要に応じて実施した。

８. 補助者の選任

      組織的な監査を実施するため、補助者として次の者を選任した。

   公 認 会 計 士 石 川 千 晶

公 認 会 計 士 宮 本  豪

公 認 会 計 士 武 田 真由美

弁 護 士         勝 丸 充 啓

９. 包括外部監査の実施期間

自 平成 27年４月１日 至 平成 28年３月 20 日
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10. 利害関係

包括外部監査の対象とした事件について、地方自治法第 252 条の 29 の規

定により記載すべき利害関係はない。

11. その他

（１）語句の説明

「指摘事項」・・・一連の事務手続き等の中で、法令、規則、条例等に違

反している場合、或いは違法ではないが社会通念上適当

でないと考えられる場合に該当する事項について記載し

ている。

「意 見」 ・・・・一連の事務手続等の中で、組織及び運営の面で合理化等

に役立つものとして専門的見地から改善を提言する事項

について記載している。

（２）計算数値

本報告書の各表に表示されている数値は、原則として、表示単位未満を四

捨五入しているが、端数処理の関係で合計と一致しない場合がある。
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第 ２章 環境政策に関する事業の管理

及び財務事務の執行について

１. えひめ環境基本計画策定の趣旨

本県では、複雑多様化する環境問題に対処し、健全で恵み豊かな環境を次

世代に引き継いでいくため、公害対策はもとより、自然環境の保全や快適環

境の創造等の諸施策を積極的に展開するとともに、県民、事業者、行政がそ

れぞれの役割を認識し、互いに協力して環境に配慮した取組を積極的に進め

る必要があるとの観点から、環境の保全と創造に関する県民、事業者、行政

の共通の目標や方針等を総合的に示し、「環境にやさしい愛媛づくり」を目

指す本県版の環境基本計画である「えひめ環境保全指針」を平成７年５月に

策定するとともに、平成８年３月に「愛媛県環境基本条例」（平成８年３月

19 日条例第５号）を制定して、環境の保全に関する施策の総合的・計画的

な推進に努めてきた。一方、国においては、環境基本法（平成５年 11 月 19

日法律第 91 号）第 15 条に基づき、政府が定める環境の保全に関する基本的

な計画である環境基本計画について、平成 18 年４月に「第三次環境基本計

画－環境から拓く新たなゆたかさへの道－」（平成 18 年４月７日閣議決定）

を策定し、今後の環境政策について、次のような方向性を示して施策の展開

に努めている。

「国の今後の環境政策の展開方向」

（１）環境的側面、経済的側面、社会的側面の統合的な向上

（２）環境保全上の観点から持続可能な国土・自然の形成

（３）技術開発・研究の充実と不確実性を踏まえた取組

（４）国、地方公共団体、国民の新たな役割と参画・協働の推進

（５）国際的な戦略を持った取組の強化

（６）長期的な視野からの政策形成

しかしながら、近年の環境行政を巡る社会経済情勢は、低炭素社会の実現、

循環型社会の構築、生物多様性の保全など、年々、広域化・多様化するとと

もに、ますます重要性を増してきており、これらの新たな課題への的確な対

応が必要となっている。また、これら課題への対応に当たっては、県民、事

業者、環境活動団体（環境保全活動を行っているＮＰＯ等）、行政の各主体

が、環境とのつながりの中で、目標を共有し、それぞれの役割分担と応分の

負担の下で、自発的かつ主体的に環境の保全に取り組むことが一層求められ

る。このような環境行政を取り巻く情勢の変化などを踏まえ、これからの本

県の環境の保全に関する施策を総合的かつ計画的に推進し、持続的に発展が

可能な社会を実現していくため、「えひめ環境保全指針」を全面的に見直し

た。

２. えひめ環境基本計画の性格と役割

この計画は、愛媛県環境基本条例第 10 条に規定する環境の保全に関する

基本的な計画と位置付けている。この計画では、愛媛県環境基本条例に示さ

れた基本理念を踏まえ、愛媛県が目指す姿を示すとともに、その実現に向け
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て県が行う環境に関する施策の方向性と、県民、事業者、環境活動団体、行

政の各主体の役割などを示している。この計画は、平成 12 年３月に策定し

た県政全般についての長期的、総合的な計画である「第五次愛媛県長期計

画」、平成 18 年３月に策定した同計画の「後期実施計画」の推進に関する

環境分野の基本計画としても位置付けられるものである。したがって、本県

の環境に関する個別の計画等は、この計画が示す基本的な方向に沿って策定、

推進されることになる。また、県政の各分野の個別の計画等においては、こ

の計画との整合に留意するとともに、相互に連携し、環境の保全に向けて一

体となって施策を推進している。さらに、この計画は、「環境の保全のため

の意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律（環境保全活動・環境教育推

進法）」（平成 15 年７月 25 日法律第 130 号）も踏まえたものであり、環境

保全活動や環境教育・環境学習の推進に関する部分は、同法第８条に規定す

る県の計画にも該当する。

愛媛県環境基本条例（抜粋）

（環境の保全に関する基本的な計画）

第 10条 知事は、環境の保全に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図る

ため、環境の保全に関する基本的な計画を定めなければならない。

２ 前項の計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

（１）環境の保全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

（２）前号に掲げるもののほか、環境の保全に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するために必要な事項

環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律（抜粋）

（都道府県及び市町村の方針、計画等）

第８条 都道府県及び市町村は、基本方針を勘案して、その都道府県又は市

町村の区域の自然的社会的条件に応じた環境保全の意欲の増進及び環境教育

の推進に関する方針、計画等を作成し、及び公表するよう努めるものとする。
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えひめ環境基本計画の構成




